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３．既往土壌汚染調査・対策の評価および今後の対策に向けての課題 
 
３．１ 既往土壌汚染調査・対策の評価 

 東京ガス（株）により実施された既往土壌汚染調査・対策について、専門家会議におけ

る検討の結果、以下のとおり評価した。 
 
3.1.1 既往土壌汚染調査結果の評価 

①既往土壌汚染調査は、当時の環境確保条例（平成 12年 12月、東京都条例第 215号）
に基づく土壌汚染状況調査として実施されており、平成 13年 9月に告示された東京
都土壌汚染対策指針（告示第 1182号）をベースに第二種有害物質（重金属等）6項
目（ヒ素、シアン化合物、鉛、水銀、六価クロム、カドミウム）を対象としたボー

リング調査が 30mメッシュで、第一種有害物質（揮発性有機化合物）1項目（ベン
ゼン）を対象とした表層土壌ガス調査が 20mメッシュで行われている。 

②既往土壌汚染調査の結果、ベンゼン、ヒ素、シアン化合物、鉛、水銀、六価クロム

の 6項目について土壌溶出量が処理基準を上回った箇所があり、ヒ素、鉛、水銀の 3
項目について含有量参考値を上回った箇所があることが確認されている。 

③ベンゼンに対しては、概況調査（表層土壌ガス調査）で 1.0volppm 以上のベンゼン
濃度が検出された 8地点および任意の 48地点の計 56地点（内、新市場予定地では
49 地点）について最大で深度 7m までの詳細調査（ボーリング調査）が行われてい
る。 

④重金属等に対しては、詳細調査（ボーリング調査）として、一次調査で東京ガス（株）

豊洲工場操業時の地表面（約 A.P.+4m）から原則として深度 3m（約 A.P.+1m）まで
の範囲の土壌汚染状況が把握され、深度 3mで処理基準を上回っていた地点について
のみ二次調査で最大深度 7ｍまでの土壌汚染状況が把握されている。 

⑤地下水調査では、概況調査および詳細調査のためのボーリング孔を利用して採水さ

れているため、把握された地下水質は、揮発性有機化合物の詳細調査および重金属

等の二次調査が行われた一部の地点を除き、東京ガス（株）豊洲工場操業時の地表

面（約 A.P.+4m）から原則として深度 3m（約 A.P.+1m）までの限られた範囲の地下
水汚染状況である。 

⑥土壌汚染状況調査の結果を受けて処理範囲確定のための詳細調査も行われているこ

とから、平面的には比較的科学的な観点からの調査が行われており調査の精度はあ

る程度高い。 
⑦深度方向については、揮発性有機化合物、重金属等ともに、土壌汚染がなくなって

いる深度が確認されていないところが一部にあり、深度方向の土壌汚染調査が不足

しているため、追加の調査を行う必要がある（図 3.2.1）。 
⑧新市場予定地は湾岸地域の埋立地にあり、ヒ素や鉛が溶出量基準を若干超えている
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部分は自然由来のものである可能性が高い。 
⑨埋立時期および東京ガス（株）が行った埋立処理のための搬出土の分析結果から、

新市場予定地内の土壌はPCBおよびダイオキシン類について汚染土壌処理基準およ
び環境基準に適合していると考えられる。 

 
3.1.2 既往土壌汚染対策の評価 

  ①東京ガス（株）豊洲工場操業当時の地表面（A.P.+4m）から A.P.+2m までの範囲は
汚染土壌処理基準を超えていることが確認された土壌が全て汚染土壌処理基準に適

合する濃度まで処理されており、通常の生活環境において汚染土壌を直接摂取する

可能性は考えられず、直接摂取によるリスクはないと考えられる。 
  ②新市場予定地内における地下水の利用はなく、地下水等の摂取によるリスクはない

と考えられる。 
  ③A.P.+2m以深には土壌溶出量が汚染土壌処理基準を 10倍以下の範囲で超過する汚染

土壌が残っており、ベンゼンおよびシアン化合物が水に溶解して移動し、周辺の海

域や水域に流出しないよう管理することが重要である。 
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図 3.2.1 深度方向の調査が不十分な場所
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凡　例 ※「土壌汚染状況調査報告書」（平成14年10月・東京ガス株式会社）の調査結果より作成

：判定基準① 基準値超過を確認した深度で調査を終了している地点（１１区画） Ｂ ：ベンゼン（Bz） Ａ ：ヒ素（As）

：判定基準② 基準値超過を確認した深度の1つ下位の深度で調査を終了している地点（２９区画） Ｃ ：シアン化合物（Cn）
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３．２ 東京都が行う土壌汚染等の対策に向けての課題 

 東京都が当初予定していた土壌汚染等の対策について、東京ガス（株）により実施され

た既往土壌汚染調査・対策の結果をもとに専門家会議において検討した結果、以下を課題

として抽出した。 
 
3.2.1 対策全般について 

  ①対策計画の内容は土壌汚染対策法および環境確保条例が求める内容を十分に満たし

ているが、新市場予定地では水産物および青果物の卸売市場としての利用が計画さ

れていることから、食の安全という観点を考慮し、上乗せ的な安全策も必要である

と思われる。 
  ②A.P.+2m以深に土壌溶出量が汚染土壌処理基準の10倍以下の範囲で超過する汚染土

壌が残ることになるので、残った汚染物質を適切に管理していく必要がある。 
  ③揮発性が高く地下水を介して移動しやすいベンゼン、ならびに地下水を介して移動

しやすいシアン化合物の対策が重要であり、建設工事の際に合わせて可能な対策を

行う等して、管理を行いながら地下水環境基準を達成する方法を検討する必要があ

る。 
 
3.2.2 地下水の管理について 

  ①東京都が予定していた土壌汚染等の対策を実施することで、新市場予定地の計画地

盤面から深さ 4.5mの範囲（A.P.+2m～+6.5m）は全て処理対象物質が処理基準以下
となるため、直接摂取によるリスクは生じないと考えられる。 

  ②しかし、A.P.+2mより深い位置に処理基準の 10倍以下の濃度でベンゼン、シアン化
合物、ヒ素、鉛による汚染土壌が一部の範囲に残留することから、地下水の対策や

管理を行うことを計画する必要がある。 
  ③計画すべき地下水管理の方法および内容は表 3.2.1 および図 3.2.1 に示すとおりで

ある。 
・地下水位の上昇による有害物質の上方移動を防止するため、地下水位をモニタリ

ングし、地下水面の上昇を防止して一定レベルに保つために雨水の浸透防止や地

下水位上昇時の揚水処理等を準備する必要がある。 
   ・揚水した地下水の水質をモニタリングし、必要な処理方法を準備する必要がある。 
   ・毛管現象による地下水中の有害物質の上方移動を防止するため、A.P.+2m の地下

水面の上方に砕石層を設け、毛管上昇を遮断することが有効である。 
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3.2.4 地震による液状化の懸念に対して 

  ①液状化対策として地盤改良工事による対応が予定されている。 
  ②この地盤改良工事を地中のベンゼンの浄化を兼ねた方法で行うことがベンゼンによ

る影響を防止する観点から有効である。 
  ③地盤改良工事の際に行う地中のベンゼンの浄化方法として、地盤に打ち込む砂杭に

ベンゼンの微生物分解を促進する材料を添加することも有効であると考えられる。 
 
 




